
                                                                【様式　第1号】
令和元年　月　日
 厚生労働大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
                                      申請者（販売元の名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
部署・担当者氏名

ＴＥＬ

ＦＡＸ

Ｅ-mail　　　　　　　　

消費税法施行令第14条の４の規定に基づき厚生労働大臣が指定する身体障害者用物品及びその修理（平成３年６月厚生省告示第130号）の別表に掲げる物品指定申請書
【新規】
消費税法施行令（昭和63年政令第360号）第14条の４の規定に基づき、厚生労働大臣が指定する身体障害者用物品について、標記告示に係る指定（新規）を申請します。
                                   記
 １．製品名・全て全角で記載すること。（ひらがな･カタカナ・漢字・英字・記号・スペース）
・数字１桁は全角、２桁以降は半角で記載すること。
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 ２．製品の型式、型番等

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３．製品の分類（告示に掲載された物品名を記載する。）               　　　　
４．販売実績（見込み）

　　　 平成30年度

 台（販売実績）

令和元年度

 台 （販売計画）（年度当初から申請日までの実績　　　　台）

令和２年度　　　　　　台（販売計画）

５．確認事項（以下、確認後必ず□に☑を入れること）
□申請時点で販売中の物品である

６．添付書類（以下の必要書類の添付確認後、必ず□に☑を入れること）
□新規申請物品の説明資料【様式第４号】
□登記簿謄本（３ヶ月以内に取得したもの）
□指定を希望する製品カタログ
□取扱説明書（Ａ４サイズ（コピー可）、ホッチキス留なし）
【様式　第1号】
□その他指定を希望する製品の説明資料
本紙（【様式第１号】）のほか、上記５点を３セット添付
※【様式第４号】と【様式第５号】については、別途、電子媒体にてご提出くださ
い。
以上
【様式　第2号】
令和元年　月　日
 厚生労働大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
                                      申請者（販売元の名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印

部署・担当者氏名

ＴＥＬ

ＦＡＸ

Ｅ-mail　　　　　　　　

消費税法施行令第14条の４の規定に基づき厚生労働大臣が指定する身体障害者用物品及びその修理（平成３年６月厚生省告示第130号）の別表に掲げる物品指定申請書

【継続】
　消費税法施行令（昭和63年政令第360号）第14条の４の規定に基づき、厚生労働大臣が指定する身体障害者用物品について、標記告示に係る指定（継続）を申請します。
                                   記
 １．製品名・全て全角で記載すること。（ひらがな･カタカナ・漢字・英字・記号・スペース）

・数字１桁は全角、２桁以降は半角で記載すること。
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 ２．製品の品番、型番、型式等

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　   平成30年度指定時：

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　 　       今回申請時：
３．製品の分類（告示に掲載された物品名を記載すること）   
４．販売実績（見込み）

　　　 平成30年度

 台（販売実績）

令和元年度

 台 （販売計画）（年度当初から申請日までの実績　　　　台）

令和２年度

 台（販売計画）
５．添付書類　（以下の必要書類の添付確認後、必ず□に☑を入れること）

□ 登記簿謄本（販売元の名称・住所に変更がある場合のみ。３ヶ月以内に取得したもの。）
□指定を希望する製品の申請時点での最新のカタログ

□平成30年度指定時の製品カタログ

□平成30年度指定時と今回申請時の製品仕様比較表（様式任意）
本紙（【様式第２号】）のほか、上記４点を３セット添付
※【様式第５号】については、別途、電子媒体にてご提出ください。　以上
